
いばらき幸福度指標の見直し（案）

・ 今まで抽象的な概念であった「幸福」を「見える化」するため、第2次茨城県総合計画から導入した本県独自の取組

・ 「幸福」を「県民一人ひとりが未来に希望を持つことができ、自身のなりたい自分像に向かって一歩でも二歩でも近づいていけるよう、
挑戦を続けられること」とし、県民一人ひとりの幸せが実現できる環境の整備・充実状況を、政府統計等を基にした客観的かつ定量的
な数値で把握するもの

・ 総合計画で掲げる４つのチャレンジごとに特色となるキーワードを５つ抽出し、そのキーワードに関連する指標を設定

１ いばらき幸福度指標の概要

⑨CO2排出量（県民１人当たり）

⑩一般廃棄物リサイクル率

環境
保全

産業
振興

③県民所得（県民１人当たり)
④工場立地件数
⑤労働生産性（１時間当たり）

雇 用

①雇用者報酬
 （雇用者１人当たり）
②正規雇用率

農林
水産業

⑥農林水産業の付加価値創出額

（県民1人当たり）

②起業率ﾍﾞﾝﾁｬｰ
創出

⑦障害者雇用率
⑧相対的貧困率

自立
支援

⑨刑法犯認知件数
（県民千人当たり）

犯罪
防止

⑥健康寿命
健康
長寿

⑩自主防災組織カバー率
⑪自然災害死者・行方不明者数

防災
対策

①医師数（県民10万人当たり）

②看護職員数（県民10万人当たり）

③介護職員数（県民10万人当たり）

④介護・看護を理由とした離職率
⑤自殺者数（県民10万人当たり）

地域
医療･
介護･
保健

教育
振興

①子どものチャレンジ率
②大学進学率
③学力
④教員のICT活用指導力
⑤不登校児童生徒率

出産･
育児

⑥合計特殊出生率
⑦待機児童率

多様性･
女性活躍･
人権

⑪パートナーシップ制度人口カバー率
⑫女性の管理職登用率
⑬人権侵犯事件件数
 （県民１万人当たり）

働き方
⑭所定外労働時間
⑮男性の育児休業等制度利用率

①留学生数
（県民10万人当たり）

国際
交流

⑦外国人宿泊者数
⑧国内旅行者数

観光
振興

学び･
文化･
スポーツ･
遊び

⑥デジタルガバメント率（市町村）
DX
推進

③本社機能流出･流入数
④若者就職者超過率

若者に
魅力ある
雇用

⑤転入超過率
新しい
人の
流れ

⑧教養・娯楽（サービス）支出額
⑨都道府県指定等文化財件数
⑩子どもの運動能力

新しい豊かさ 新しい安心安全 新しい人財育成 新しい夢・希望

・ 社会情勢の変化等に伴い、指標の見直しを適宜実施

例１）待機児童率（新しい人財育成）

・保育所待機児童については、多くの自治体でゼロ水準が維持されている一方、現在、放課後児童クラブにおいて待機児童が生じている。

例２）転入超過率（新しい夢・希望）

・社会経済活動の担い手として、外国人財の受け入れの必要性が高まる中、現行指標は国内の人口移動のみが対象となっている。
 (国外との人口移動を含まず）

２ 現行指標の見直し

現行指標一覧（計42指標）

資料２－２

幸福度指標
ロゴマーク
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いばらき幸福度指標の見直しの方向性（案）

３ 見直しの方向性

・ 新しい茨城県総合計画の政策の構成変更にあわせて、キーワードを入れ替える（下記参照）

・ 社会経済情勢の変化に応じた見直しを行う（P3以降を参照）

・ 見直しについては、下記の条件を満たすものとし、県が重視して取り組んでいる事項のみに偏らないよう配慮するとともに、県民が各指標
   によりどのように幸福感を感じるかという点に留意する。

＜条件＞ ①政府統計等で客観的な統計値が公表されており、全国比較が可能であること ②社会経済情勢を的確に捉えていること

③県の取組が直接的もしくは間接的に数値（統計データ）に反映される指標であること

「新しい人財育成」へのチャレンジ

⑪次世代を担う「人財」

⑫魅力ある教育環境

⑬日本一、子どもを産み育てやすい県

⑭多様性を認め合い、誰もが活躍できる社会

⑮外国「人財」に選ばれ、共に成長する秩序
ある共生社会 【新設】

⑭学び・文化・スポーツ・遊びを楽しむ茨城
→ 夢・希望「政策⑱」として統合

⑮自分らしく輝ける社会
→ 政策⑭へ見直し
→ 外国人政策について、「政策⑮」を

新設して特出し

「新しい夢・希望」へのチャレンジ

⑯魅力発信No.1プロジェクト

⑰ビジット茨城 ～新観光創生～

⑱若者が集い、「楽しさ」あふれる茨城 【統合】

⑲デジタルトランスフォーメーション（DX）の推進

⑳活力を生むインフラと住み続けたくなるまち

教育振興

出産･育児

多様性･女性
活躍･人権

働き方

国際交流
・共生

若者に魅力
ある雇用

新しい人の流れ

DX推進

学び・文化・
スポーツ・遊び

⑰世界に飛躍する茨城へ
→ 豊かさ「政策④」へ移動

⑱若者を惹きつけるまちづくり
→ 人財育成「政策⑭」と統合

①質の高い雇用の創出

②新産業育成と中小企業等の成長

③強い農林水産業

④世界に飛躍する茨城

⑤自然環境の保全・再生

「新しい豊かさ」へのチャレンジ

環境保全

産業振興

雇 用

農林水産業

ビジネス創出

観光振興

新しい茨城県総合計画現計画 キーワード

④ビジット茨城 ～新観光創生～
→ 夢・希望「政策⑰」へ移動

「新しい豊かさ」へのチャレンジ

「新しい人財育成」へのチャレンジ

「新しい夢・希望」へのチャレンジ

※「新しい安心安全」 ： 政策の変更なし

新しい夢・希望から移動
※ベンチャー創出から名称変更

新しい夢・希望から移動
※キーワードに共生を追加

新しい人財育成から移動

新しい豊かさから移動
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指標見直し（案）［移動１、削除２、追加４、変更７］

２ 指標の削除：２指標

○ 「子どものチャレンジ率」、 「教員のICT活用指導力」 ⇒ アンケートに基づく統計値であることから削除教育振興

３ 指標の追加：４指標

○ 犯罪検挙件数（警察官１人当たり）

○ 交通事故発生件数（県民10万人当たり）

犯罪防止
・交通安全

○ 専門的・技術的な外国人財率 ※キーワードに「共生」を追加
国際交流
・共生

安心
安全

人財
育成

人財
育成

新指標候補名 指標が示すもの 見直しの考え方 統計値 算出方法 根拠となる統計

犯罪検挙件数
（警察官1人当たり）

犯罪の取り締まり状
況

・刑法犯認知件数だけでなく、犯罪者の検挙実績を
加えることで、犯罪防止の状況を総合的に測ることが
できる。

1.62件
（2024年）

犯罪検挙件数

警察官定員

警察庁「犯罪統計」、
「警察白書」

交通事故発生件数
（県民10万人当たり）

交通安全に関する
取り組み状況

・県民が「治安が悪い」と感じる理由第１位が交通マ
ナーの悪さであることから、交通事故発生件数の減少
は県民の安心安全に資する。

212.6件
（2024年）

県民10万人当たりの
交通事故発生件数

警察庁「道路の交通に
関する統計」

新指標候補名 指標が示すもの 見直しの考え方 統計値 算出方法 根拠となる統計

専門的・技術的な
外国人財率

高度なスキルを持っ
た外国人の割合

・新計画の政策15「外国「人財」に選ばれ、共に成長
する秩序ある共生社会」に対応する指標として設定。
・優秀な外国人の増加は、本県の産業活性化や人
手不足対策に寄与する。

29.1%
（2024年10月31日

現在）

「専門的・技術的分野」の
在留資格を持つ外国人数

外国人労働者数

厚生労働省「『外国人
雇用状況』の届出状
況」

１ 指標のキーワード間移動：１指標

○ 子どもの運動能力学び･文化･
スポーツ･遊び

教育振興
※健やかな体を育む教育の充実状況を測る指標
であり、学校教育との関連が強いため移動

※キーワードに「交通安全」を追加

夢・
希望

○ 子どもの運動能力
人財
育成

雇 用 ○ 可処分所得（勤労者世帯）豊かさ

新指標候補名 指標が示すもの 見直しの考え方 統計値 算出方法 根拠となる統計

可処分所得
（勤労者世帯）

県民が自由に使え
る金額の大きさ

・県民が自由に使える金額を示す「可処分所得」につ
いては、県民生活の豊かさを直接的に示す指標と考
えられるため追加。

413,769円
（2024年）

実収入(勤め先収入 + 事業･
内職収入等) ー 非消費支出
（直接税・社会保険料 等）

総務省
「全国家計構造調査」
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指標見直し（案）［移動１、削除２、追加４、変更７］

４ 指標の変更：７指標

防災対策

出産･育児 ○ 放課後児童クラブ待機児童率 ⇐ 保育所待機児童率人財
育成

○ 個別避難計画策定率 ⇐ 自主防災組織カバー率

○ 自然災害被害額(3年間平均・県民１人あたり）⇐ 自然災害死者・行方不明者数(３年間平均)

新指標候補名
＜現行指標名＞

指標が示すもの 見直しの考え方 統計値 算出方法 根拠となる統計

個別避難計画策定率
＜自主防災組織カバー率＞

要支援者に対する
災害対策の状況

・頻発化している災害に備え、個別の要支援者に
対する実効性のある対策が求められている。

30.0％

（2025年4月1日

現在）

個別避難計画策定済の
避難行動要支援者数

避難行動要支援者名簿
に記載されている人数

内閣府「避難行動要支援者
名簿及び個別避難計画の
作成等に係る取組状況」

自然災害被害額
（県民１人当たり）

＜自然災害死者・
行方不明者数＞

災害に強い県づくり
の実現状況

・現行指標は、大規模災害や偶発的な事故でスコ
アが著しく変動し、施策の効果を継続的に測ることが
難しい。
・大小様々な災害の被害状況を示す指標に見直す。

1,158円

（2023年）

自然災害被害額の
3年間の平均値

総人口

消防庁「消防白書」

新指標候補名
＜現行指標名＞

指標が示すもの 見直しの考え方 統計値 算出方法 根拠となる統計

放課後児童クラブ
待機児童率

＜待機児童率（保育所）＞

就業を希望する養育
者が、仕事と育児を
両立できる環境の
整備状況

・多くの自治体で保育所の待機児童の解消が進ん
でいる一方、放課後児童クラブの待機児童が課題と
なっている。

0.45%

（2024年5月1日

現在）

利用を希望したが
利用できなかった児童数

利用希望児童数

こども家庭庁「放課後児童
健全育成事業（放課後
児童クラブ）の実施状況」

安心
安全

多様性･
女性活躍･人権

○ 男女の賃金格差 ⇐ 女性の管理職登用率

新指標候補名
＜現行指標名＞

指標が示すもの 見直しの考え方 統計値 算出方法 根拠となる統計

男女の賃金格差
＜女性の管理職登用率＞

女性の個性と能力
が十分に発揮できる
社会の実現状況

・管理職登用率だけでなく、勤続年数や雇用形態
などの多様な条件の違いに基づく数値である男女の
賃金格差から、女性の活躍の状況を測る。

75.1

（2024年）

女性の所定内給与額

男性の所定内給与額

厚生労働省「賃金構造
基本統計調査」

人財
育成
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指標見直し（案）［移動１、削除２、追加４、変更７］

４ 指標の変更：７指標（続き）

学び･文化･
スポーツ･遊び

○ 教養・娯楽（サービス）支出額（３年間平均） ⇐ （前年１年間）

○ 無形民俗文化財件数 ⇐ 都道府県指定等文化財件数

新しい人の流れ

夢・
希望

○ 社会増加率 ⇐ 転入超過率

新指標候補名 指標が示すもの 見直しの考え方 統計値 算出方法 根拠となる統計

教養・娯楽
（サービス）支出額
（3年間平均）

教養・芸術に触れる
機会や娯楽・スポーツ
を楽しむ機会の確保
状況

・サンプル調査のため、年ごとに統計
値がばらつく傾向があることから、統計
値を平滑化するため、3年間平均に
算出方法を見直す。

変更前 246,658円（2024年）

変更後 189,106円（2022-24年）

1世帯当たりの
教養・娯楽（サービス）
支出額の3年間平均

総務省「家計調査」

無形民俗文化財件数
＜都道府県指定等
文化財件数＞

歴史や文化の豊かさ
とそれを引き継ぐ地域
のつながりの状況

・有形文化財を含む現行指標から、
対象を祭り等の無形民俗文化財に
絞ることで、地域での人とのつながりを
評価し、郷土愛や住民の結束感を
測る。

160件

（2024年5月1日現在）

国・県・市町村の無形
民俗文化財登録件数
の合計

文化庁「文化財指定等の
件数」、「都道府県・市町
村指定等文化財の件数」

新指標候補名
＜現行指標名＞

指標が示すもの 見直しの考え方 統計値 算出方法 根拠となる統計

社会増加率
＜転入超過率＞

外国人を含む
人口の増減

・外国人政策の強化にあわせて設定。
・国内だけでなく国外との人口移動の
状況も測る。

0.26%

（2024年）

社会増加数を前年の
調査における調査期日
現在の人口数で除し、
100を乗じる

総務省「住民基本台帳に
基づく人口、人口動態及
び世帯数」

夢・
希望
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①外国人宿泊者数
②国内旅行者数観光振興

⑨CO2排出量（県民１人当たり）
⑩一般廃棄物リサイクル率環境保全

産業振興
④県民所得（県民１人当たり)
⑤工場立地件数
⑥労働生産性（１時間当たり）

雇 用
①雇用者報酬（雇用者１人当たり）
②正規雇用率
③可処分所得（勤労者世帯）

● 新しい豊かさ

農林水産業 ⑧農林水産業の付加価値創出額（県民1人当たり）

⑦障害者雇用率
⑧相対的貧困率

自立支援

⑨刑法犯認知件数（県民千人当たり）
⑩犯罪検挙件数（警察官１人当たり）
⑪交通事故発生件数（県民10万人当たり）

犯罪防止
・交通安全

⑥健康寿命健康長寿

⑫個別避難計画策定率
⑬自然災害被害額（3年間平均・県民１人あたり）防災対策

①医師数（県民10万人当たり）
②看護職員数（県民10万人当たり）
③介護職員数（県民10万人当たり）
④介護・看護を理由とした離職率
⑤自殺者数（県民10万人当たり）

地域医療･
介護･保健

● 新しい安心安全

教育振興

①大学進学率
②学力
③不登校児童生徒率
④子どもの運動能力

出産･育児
⑤合計特殊出生率
⑥放課後児童クラブ待機児童率

多様性･
女性活躍･
人権･

⑦パートナーシップ制度人口カバー率
⑧男女の賃金格差
⑨人権侵犯事件件数（県民１万人当たり）

働き方
⑩所定外労働時間
⑪男性の育児休業等制度利用率

学び･文化･
スポーツ･遊び

⑤教養・娯楽（サービス）支出額（３年間平均）
⑥無形民俗文化財件数

● 新しい人財育成

⑧デジタルガバメント率（市町村）DX推進

⑦起業率ビジネス創出

⑫留学生数（県民10万人当たり）
⑬専門的・技術的な外国人財率

国際交流
・共生

③本社機能流出･流入数
④若者就職者超過率

若者に魅力
ある雇用

● 新しい夢・希望

⑦社会増加率
新しい人の
流れ

見直し後の指標一覧（計44指標）
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